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区   分 予算額 決算額 差額 
（決算－予算） 

備考 

収入 
 運営費交付金 
 施設整備費補助金 
 船舶建造費補助金 
 補助金等収入 
 大学改革支援・学位授与機構施設費交付金 
 自己収入 
  授業料、入学金及び検定料収入 
  附属病院収入 
  財産処分収入 
  雑収入 
 産学連携等研究収入及び寄附金収入等 
 引当金取崩 
長期借入金収入 

 貸付回収金 
 目的積立金取崩 
前中期目標期間繰越積立金 
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支出 
 業務費 
  教育研究経費 
  診療経費 
 施設整備費 
 船舶建造費 
 補助金等 
 産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 
 貸付金 
 長期借入金償還金 
 大学改革支援・学位授与機構施設費納付金 
       

計 
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（注 11） 
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（注 13） 
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○予算と決算の差異について 
（注１）運営費交付金については，前年度繰越分の年俸制導入促進費のうち、当年度においての使用

見込額であった平成２６年度精算分を前中期目標期間繰越積立金へ組み替えたことにより，

予算金額に比して決算金額が１百万円少額となっています。 
（注２）施設整備費補助金については、教育研究基盤装置分等が追加交付されたことにより、予算金

額に比して決算金額が６５百万円多額となっています。 
（注３）補助金収入については，計画変更等により予算金額に比して決算金額が３６百万円多額とな

っています。 
（注４）大学改革支援・学位授与機構施設費交付金については、交付額の減により、予算金額に比して

決算金額が８百万円少額となっています。 
（注５）授業料，入学金及び検定料収入については，予定より授業料等の納入者数が増えたため，予

算金額に比して決算金額が６百万円多額となっています。 
（注６）雑収入については，学内合同企業説明会参加費見直し等による収入の増により，予算金額に

比して決算金額が２２百万円多額となっています。 
（注７）産学連携等研究収入及び寄附金収入等については，産学連携等研究収入の前年度からの繰越

額が３７百万円増え、寄附金収入についても１１百万円増えたが，平成２８年度の産学連携

等研究収入が５４百万円の減となったため、予算金額に比して決算金額が６百万円少額とな

っています。なお，前年度からの繰越額は１５１百万円です。 
（注８）目的積立金取崩額については、前中期目標期間繰越積立金へ組み替えたことにより、予算金

額に比して決算金額が４６百万円少額となっています。 
（注９）前中期目標期間繰越積立金については、運営費交付金から組み替えた退職手当の前年度繰越

額、及び年俸制導入促進費の前年度繰越額、平成２６年度決算までに生じた目的積立金の未

使用額、平成２７年度決算により生じた目的積立金相当額により、予算金額に比して決算金

額が２０１百万円多額となっています。 
（注 10）教育研究経費については，経費の節減に努めたこと，また，学内既定事業から関連補助金へ

の一部執行を振替えたことによる支出減等により，予算金額に比して決算金額が１７１百万

円少額となっています。 
（注 11）（注２）に示した理由により，予算金額に比して決算金額が５７百万円多額となっています。 
（注 12）（注３）に示した理由により，予算金額に比して決算金額が３６百万円多額となっています。 
（注 13）産学連携等研究経費及び寄附金事業費等については，一部，翌年度に繰越となったため，予 

算金額に比して決算金額が７６百万円少額となっています。 
 
 


